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第 10章まとめ

●�コロナ禍は子どもの生活と学びになにをもたらしたのか。第 10 章では、「格差」
に注目して、コロナ禍が子どもの生活と学びに与えた影響を整理しました。格差
の中でも、とくに家庭の文化的・経済的・社会的環境（Socio-Economic Status 
：ＳＥＳ）による格差に注目しました。学校には家庭の文化的・経済的・社会的
環境に見られる凸

でこぼこ
凹を均

なら
す働きが期待されています。ところが休校のように一時

的に学校がなくなってしまうことによって、家庭の影響がむき出しになってし
まった可能性があるからです。

●�休校期間中の起床時刻やメディア接触時間など生活時間に生じた諸格差をまとめ
ました。宿題、それ以外の家庭学習、学習塾での学習を合わせた総学習時間の
ＳＥＳによる格差は、休校期間に大きく広がりました。十分に学習に取り組むこ
とのできなかった中高生が、ＳＥＳ低層で多いことに留意が必要です。

●�休校期間中の学習でＩＣＴがどの程度利用されたのかを見ると、国立・私立と比
して公立の中学校や高校では、インターネットで映像授業を見ることやオンライ
ンで対面式の授業を受ける機会が乏しかったことがわかりました。公立の中学校、
高校での条件整備や利活用が期待されます。また、休校期間中のパソコンやタブ
レットの利用時間はＳＥＳによって異なり、ＳＥＳ高層の生徒たちが、学習を目
的としてパソコンやタブレットを活用したものと推測できました。デジタル・ディ
バイドの克服が課題です。
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１．はじめに――問題

　全国一斉の休校期間からまもなく丸２年が
経過しようとしている今もなお、新型コロナ
ウイルス感染症の勢いはとどまるところを知
らないように見えます。世界的に、またわが
国でも、いつになったらコロナ禍から抜け出
すことができるのか、見通すことはできませ
ん。そのこと自体は、社会運営上の、そして
個々人の生活に対する脅威以外のなにもので
もありません。
　その半面、パンデミックの拡大によって、
見えてきたものや気づかされたこともありま
す。人為的かつ意図的には作り出すことが困
難な状況を、新型コロナウイルス感染症の拡
大がはからずも作ってくれました。新型コロ
ナウイルス感染症の拡大は、それがなければ
見えなかったものを見せてくれる、壮大な社
会実験でもあります。
　たとえば、私の体験に過ぎないかもしれま
せんが、大学でオンライン授業を強いられて、
それまで対面型授業をしながら気づくことも
なかった、その長所やきめ細かさに気づきま
した。新型コロナウイルスをめぐる誤った情
報の氾濫が急に見えるようになり、どうした
ら情報の真偽を見分けることができるのか不
安を覚えました。フェイク・ニュースや偽情
報に踊らされることのない社会を作るにはど
うしたらよいのか、大学でできることはない
のか、考えるようになりました。９月入学制
の導入がにわかに議論されるようになったの
も、コロナ禍ゆえのことでした。国の指導者
が公に「（９月入学制の導入を）前広に判断
していきたい」と発言するに至り、データに
基づく冷静な判断を欠いた議論に、失望しま
した。コロナ禍がなければそうした日本社会
の欠点も見えにくいままだったろうと思いま
す。

　ですが、ここで注目しておかなければなら
ないのは、コロナ禍の中で子どもたちの生活
と学びになにが起こったのかという問題で
す。とくに一時的にではあれ、休校という形
で学校がなくなってしまったら、なにが起こ
るのかという問題です。前述の「社会実験」
にひきつけていえば、学校をなくすという「実
験」によって、学校がどんな役割を果たして
きたのかに気づくことができるでしょう。見
えてきた学校の役割は、将来的にも大切にす
べきもののはずです。
　もちろん、コロナ禍がだれに対してより大
きなダメージを与えたのか、逆にだれのダ
メージが小さかったのかが見えてくれば、重
点的に支援すべき子どもたちや家庭が浮かび
上がります。ダメージを小さくすることに首
尾よく成功した教育委員会、学校や家庭の取
り組みにも学ぶことができます。

２．格差への注目

　休校期間に、いったいなにが起こったので
しょう。休校期間やその後の学校運営上の変
化は、子どもたちの生活や学びにどんな変化
をもたらしたのでしょうか。私はこの問いに
答える際に「格差」というキーワードを重視
したいと考えます。コロナ禍のような危機的
状況の中で、強い部分（組織、集団）と弱い
部分の状況適応力の差が大きく現れて、結果
として格差が拡大するだろうからです。地域
間の格差や学校の設置者間（公立―国立・私
立間）の格差にも注意を払う必要があるで
しょう。ここではとくに、子どもの生活と学
びにおける家庭的背景（家庭の文化的・経済
的・社会的環境）による格差が、どうなった
かに注目しておきたいと考えます。家庭の文
化的・経済的・社会的環境（この報告書の中
ではＳＥＳ（Socio-Economic Status）と
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呼んできました）によって子どもの生活や学
習の成果には大きな差が生まれてしまうこと
が知られてきました（たとえば、耳塚ほか，
2021）。学校には、家庭による文化的・経済
的・社会的環境に見られる凸

でこぼこ
凹を均

なら
す働きが

期待されています。ところが、休校のように
一時的に学校がなくなってしまうことによっ
て、家庭の影響がむき出しになってしまった
可能性があります。私が、とくに家庭的背景
による格差に注目しておきたいのは、そのた
めです。

３．データ

　分析に用いられていたのは、東京大学社会
科学研究所とベネッセ教育総合研究所が共同
で実施している「子どもの生活と学びに関す
る親子調査」の結果です。
　この調査は、独自の設計によっていくつか
のすぐれた特徴を持っています。第一に、子
ども調査に加えて保護者調査も実施されてお
り、保護者と子どもをペアにした分析が可能
になっていることです。そのメリットは、比
較的わかりやすいでしょう。保護者調査を通
じて家庭環境や保護者の働きかけに関する
データが得られます。それを使えば、たとえ
ば子どもの生活や学習上の特徴を規定する家
庭環境の解明が可能になります。とくに、い
くつかの章で使われていたように、家庭の社
会 経 済 的 地 位（Socio-Economic Status：
ＳＥＳ）を代表とする、経済変数を含む家庭
的背景については、保護者調査を実施しなけ
ればデータ蒐集が困難です。この調査の特筆
すべき特徴の一つといってよいでしょう。
　第二に、このプロジェクトの最大の特徴は、
縦断的な分析が可能なパネル調査を行ってい
る点にあります。パネル調査とは、同一の対
象＝パネルを繰り返し調査する方法で、縦断

的な調査法の一つを指します。本調査では
2015 年以降、パネルデータを蓄積してきま
した。その結果として、同一の調査対象につ
いて、コロナ禍以前のデータとコロナ禍以降
のデータをともに持っており、両者の比較が
可能になりました。今回の分析のように、一
斉休校期間を中心に中高生になにが起こった
のかを明らかにしようとしたとき、この点は
非常に大きな利点となります。本報告書でも、
この調査の持つ利点が一定程度生かされた分
析が行われているといってよいでしょう。た
だし、パネル調査にはもっと大きな利点があ
ります。それは、1）動態的な分析が可能に
なること、2）時間的な前後関係を利用した
因果関係の識別が可能になることです。適切
な多変量解析法を使用する必要があります
が、パネルデータの特徴を存分に生かした、
因果関係の推論にまで踏み込んだ分析が、将
来的には期待されます。

４．休校と生活時間

　休校期間に、中高生の生活はどう変わった
のでしょうか。まずは、生活を時間の面から
把握して分析した結果を見ることにしましょ
う（第２章）。睡眠、メディア、人とすごす、
学習、部活動の５つについて、コロナ禍以前
の 2019 年と休校期（2020 年４～５月頃）、
2020 年（休校期間の後）が比較されていま
す。
　生活時間で見る限り、休校は中高生の生活
にとても大きな影響を与えたと考えられま
す。休校期間に入ると、睡眠時間は１時間以
上増加し、テレビゲーム、スマートフォンな
どメディアとの接触時間がそれぞれ 20 ～
30 分ずつ増えました。半面、家庭学習時間
の増加はさほどではなく、総家庭学習時間は
中学生で約 30 分、高校生で約 45 分増えた



─ 134 ─

に過ぎません。休校による学校での学習時間
の減少を家庭学習でカバーできたわけではあ
りません。家族と過ごす時間や一人で過ごす
時間は休校期間に増加しましたが、友人と過
ごす時間や部活動の時間は大幅に減少しまし
た。友人と過ごす時間は、水平的な人間関係
を学ぶ機会であり、その喪失はなにがしかの
影響を与えるはずです。ただ現時点ではその
影響の大きさを知ることはできません。
　これらの生活時間の変化は、休校期間が終
わるとともに、19 年の水準にほぼ戻りまし
た。たとえばメディアとの接触時間などは
19 年の水準には戻らないのではないかと、
非可逆的な変化が起こることも予想されたの
ですが、結果は元に戻りました。
　生活時間の変化の仕方には、何点か、ＳＥ
Ｓによる差異があることが発見されました。
　第一に、休校期間に全体として起床時刻は
遅くなる傾向がありました。同時に起床時刻
のばらつきが大きくなり、ＳＥＳが低い子ど
もほど大きなばらつきを示しています。しか
し休校期間が終わると、起床時刻は元に戻り、
そのばらつきも小さくなります。このことは、
休校期間になると、起床時刻をコントロール
できない子どもは、全階層に均等に存在する
わけではなく、とくにＳＥＳ低層で多く発生
したことを意味しています。翻って、休校期
間の前後、学校がある時期には起床時刻のば
らつきは消えていますので、学校は子どもた
ちの生活のリズムを平等に維持する役割を果
たしているものと考えることができます。休
校期間という「実験」によって、学校が果た
していた役割が見えてきたのです。
　第二にメディアの利用時間について。テレ
ビ・ＤＶＤ、ゲーム、スマートフォンの利用
時間は休校前の 19 年時点では、ＳＥＳ低層
で長時間利用する傾向がありました。休校期
間にはＳＥＳによる差が維持されたまま、ど
の層の利用時間も増加し、休校が明けるとお

おむね 19 年と同様の状況に戻りました。と
ころが、パソコンやタブレットの利用時間は、
これらとは別の傾向を示しています。19 年
時点では利用時間にＳＥＳによる差は見られ
ませんでしたが、休校期間になるとＳＥＳ高
層の利用時間が増加することによって格差が
広がり、休校が明けると元の状態に戻りまし
た。このことは、ＳＥＳが高い層ほど、休校
期間中に、学習を目的としてパソコンやタブ
レットを活用したものと推測できます。この
ことは後でまた触れることにします。

５．休校による学びの格差

　前節で生活時間の観点から学習時間に触れ
ました。次に、休校中の学習の状況をとくに
学びの格差に焦点づけて考察することにしま
す（第２章、第３章）。
　休校期間中に学校から出された宿題は、中
学生で１日当たり１時間 21 分、高校生で１
時間 51 分でした。「ドリルやプリントの問
題を解く」宿題が大勢を占めていました。こ
れについては学校の設置者別に差異が認めら
れました。中学校については、公立よりも国
立・私立で、また高校では難関大進学者が多
い進学校ほど、宿題の量は多い傾向がありま
した。国立・私立中学校の宿題の量は公立中
学校の約 1.5 倍、難関大進学者が多い高校は
就職者が多い高校の 1.9 倍でしたので、けっ
して小さな差ではありません。
　休校期間中の学習について、ＩＣＴをどの
程度利用しているかについても、学校の設置
者による違いが見られました。たとえば、「イ
ンターネットで映像授業（授業の動画）を見
る」は、国立・私立の中学校と高校が７割を
超えるのに対して、公立中学校は２割、公立
高校は５割弱にとどまります。「インターネッ
ト（オンライン）で対面式の授業を受ける」



第 10章　コロナ禍は子どもの生活と学びになにをもたらしたのか

─ 135 ─

も同様に、国立・私立の中学校と高校は４割
ですが、公立中学校は 1割に満たず、公立
高校でも１割強しか実現できていません。イ
ンターネットの映像授業やオンラインでの対
面授業に比べて、紙媒体による宿題が劣って
いると断言することは危険でしょう。しかし
映像授業やオンライン対面授業は、少なくと
も授業という形態で学びの機会を提供できる
点で、学びの保障という観点から見るとすぐ
れていることは否定できません。公立学校で
の実施を困難にする要因は種々あるでしょう
が、公立学校での条件整備が強く望まれます。
　休校期間中に学習した内容の理解度を見て
みましょう。「十分に理解できた」と「だい
たい理解できた」の合計は、中学生で８割、
高校生で７割です。この回答は成績によって
差があり、「理解できた」という回答は、中
学生では上位層が９割であるのに対して、下
位層は６割にとどまりました。高校生も上位
層は８割を超えますが、下位層は５割にすぎ
ません。成績によって学習内容の理解度に差
が生じるのは当然のことに感じられるかもし
れませんが、問題は理解度の低い生徒に対し
てきちんと支援することができたかどうかで
す。休校期間中は、通常時よりも支援が困難
な状況であった可能性を見ておかねばなりま
せん。第３章では「学校の指導がなかなか行
き届かない環境では、学力が低い子どもたち
に対して、より細やかな配慮が必要だと考え
られます」と指摘しています。重要な指摘で
あり私も賛成です。
　次に、休校期間中の学校外学習時間の長さ

（前節）や、宿題以外に行った学習の種類に
ついて、家庭のＳＥＳによってどのような格
差があったのか、確認しておきましょう。
　まずは、宿題、それ以外の家庭学習、学習
塾での学習を合わせた総学習時間についてで
す。中学生では、19 年時点ではＳＥＳによ
る総学習時間の差（もっとも高いＨ層ともっ

とも低いＬ層の差）はわずか９分でしかあり
ませんでした（ＳＥＳが高いほど長い）。休
校期間にその差は 38 分にまで広がり、休校
期間が終わると差が縮小しました。ただしＳ
ＥＳによる総学習時間の差は半分近くにまで
小さくなったものの、19 年と比較すると差
は大きくなりました。高校生については、
19 年時点でＳＥＳによる総学習時間の差異
は 70 分と大きく、休校期間にさらにその差
は広がり、休校期間が終わると 19 年とほぼ
同様の状況に戻りました。中学生、高校生の
いずれについてもいえることですが、休校期
間になるとＳＥＳによる学習時間の格差が広
がります。十分に学習に取り組むことのでき
ない中高生が、ＳＥＳ低層で多いことに留意
が必要です。
　休校中、宿題以外にどんな家庭学習をして
いたのかについても、ＳＥＳによる差が見ら
れました。おおむねＳＥＳ高層の生徒のほう
が、さまざまな家庭学習を行ったことがわか
りました。中高生ともに、ＳＥＳが高い生徒
ほど「学校の教科書の予習・復習」と「学習
塾教材」を使った学習を行っていました。こ
れに加えて中学生ではＩＣＴ教材の利用率も
ＳＥＳ高層で高くなっていました。家庭の資
源に恵まれた生徒はさまざまな学習教材をう
まく活用し、不足する学習を補填していた可
能性があります。
　宿題は、どんな家庭の子どもに対しても共
通に課されるのに対して、宿題以外の家庭学
習は、家庭のＳＥＳの影響がダイレクトに表
れやすい領域だといえます。第３章で指摘さ
れているように、「休校のように学校の機能
が低下したときに（たとえば、夏休みなどの
長期休業も同様のことが考えられる）、ＳＥ
Ｓが低い家庭の生徒の学習をどう支えるか」
が非常に大きな課題です。
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６.　学校をプラットホームとした支援を

　家庭学習の量だけではなく、質という観点
からも、コロナ禍の影響を押さえておく必要
があります。第４章では、休校期間中の家庭
学習で、知識を身につけたり、思考を深めた
りする学びができたと評価する生徒の割合

（約４～６割）に比べて、「他の人と話し合う
ような学びができたと評価する生徒の割合は
低く、中高生ともに約 2 割にとどまって」
いたことが指摘されています。いわゆる対話
的な学びを休校期間にも行うためには、１人
１台端末だけでなく、家庭による通信環境や
学習環境（勉強部屋の有無など）の格差を埋
め、オンラインでの話し合いの支援方法を考
えていく必要があります。
　また、中高生の約６割がゲームやインター
ネットの誘惑に負けて十分に勉強できなかっ
たと回答し、約３割は家で集中して学習でき
る場所がなかったと回答していました。この
事実に基づいて第４章では、学校を開放し学
校をプラットホームとした支援を提案してい
ます。具体的には「１学級のうち少なくとも
３割以上の生徒が利用することを想定して、
通信環境の整った教室を確保する必要」があ
り、「こうした教室開放は家庭学習でめりは
りがつけられない生徒にとっても効果的な支
援となる可能性」があると指摘しています。
加えて、学習の場所としての意義のみならず、
生徒の居場所としても機能する可能性がある
でしょう。

７.　�おわりに――�
デジタル・ディバイドの克服を

　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）によるＰＩ
ＳＡ 2018 調査が発見した日本の教育の弱点
は、あまりにも大きいものがありました。記

憶されている読者も多いと思います。わが国
では高校１年生が対象になったこの調査で
は、日本の子どもたちのいわゆる「デジタル
読解力」が国際的にみて憂慮すべき状況にあ
ることが浮き彫りになりました。ここでデジ
タル読解力と呼んでいるのは、ＰＩＳＡ
2018 から本格的に測られるようになったデ
ジタル世界での読解力を指します。従前の読
解力に加えて、ネット上の情報を探し出し、
ブログやネット上の情報の質や信憑性を評価
し、読み解く力です。その背景には、日本は
学校の授業におけるデジタル機器の利用時間
が短く、ＯＥＣＤ加盟国中最下位であること、
さらに日本はネット上でチャットをしたり
ゲームで遊んだりする生徒は多いけれども、
学習のためにコンピュータやネットを使う生
徒は極端に少ないという事実があります（耳
塚，2020）。
　今回の調査でも休校期間中の学習でＩＣＴ
がどの程度利用されたのかが明らかになって
います（第５節で既述）。国立・私立と比し
て公立の中学校や高校では、インターネット
で映像授業を見ることやオンラインで対面式
の授業を受ける機会が乏しかったことがわか
りました。パソコン、タブレットなどのＩＣ
Ｔ機器の学習での利活用を進めたり、学校の
インターネット環境を整備したりすること
は、コロナ禍のような事態に際して学習機会
を保障するという点で、きわめて重要なこと
です。そればかりでなく、国際比較から見え
てきた日本の教育の弱点――日本の子どもた
ちのデジタル読解力が憂慮すべき水準にある
――を克服するためにも不可欠です。とくに
公立の中学校、高校での格段の努力を期待し
たいところです。
　今一つ知っておくべきことがあります。「学
校の勉強のために、インターネット上のサイ
トを見る」生徒や、「関連資料を見つけるた
めに、授業の後にインターネットを閲覧する」
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生徒は、ＳＥＳが高い生徒に有意に多いこと
が、先のＰＩＳＡ 2018 調査で明らかになっ
たのです（耳塚，2020）。今回の調査でも、
休校期間中のパソコンやタブレットの利用時
間はＳＥＳによって異なり、ＳＥＳが高い生
徒たちが、学習を目的としてパソコンやタブ
レットを活用したものと推測できました。こ
れらの調査結果が教えているのは、日本の子
どもたちのデジタル読解力不足が、デジタル・

ディバイド（総務省による定義：インターネッ
トやパソコン等の情報通信技術を利用できる
者と利用できない者との間に生じる格差）を
伴っているという事実です。デジタル・ディ
バイドの克服は、コロナ禍の中で困難を抱え
る家庭や子どもを支援することでもありま
す。1 人 1 台端末の整備を終えた今、早急に
対処すべき課題です。
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